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後 期  高  齢  者  医  療  特  別  会  計



   平成２６年度小郡市介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）

決算に係る主要施策報告書 

 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第５項の規定により、平成２６年

度小郡市介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）決算に係る主要施策の成果を

次のとおり報告する。 

 

    平成２７年９月１日 

 

                                           小郡市長  平 安 正 知 
 

 平成２６年度小郡市介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）決算に係る主要

施策を報告するにあたり、その概要を説明いたします。 

 介護サービス事業勘定は、地域包括支援センターの機能のひとつである「介護予防支

援事業所」に係る経費を収支するものです。 

 介護保険を利用するには、まず介護認定を受け、認定結果をもとにケアマネージャー

がケアプランを作成します。利用者はそのプランに基づき介護サービスを利用すること

になります。 

 地域包括支援センターは、認定を受けた方のうち、認定度の比較的低い要支援者の方

のケアプランを作成するのが主な事業となります。 

 主な収入は、要支援者に対するケアプラン作成料であり、８名のケアマネージャーが

従事し、要支援者の介護の度合いが改善するまたは進行しないような効果的なサービス

を受けられるように、本人・家族の希望や状況等を総合的に判断してケアプランを作成

しています。 

年度末において、要支援者が８６４名おられ、そのうち６０４名のケアプランを作成

しており、作成件数は、年々増加傾向にあります。 

一方、支出は、地域包括支援センター運営のための経費となります。 
 

 平成２６年度歳入歳出決算額は下記のとおりです。 

歳 入 決 算 額               ４３，３０７千円  

歳 出 決 算 額               ２８，２６８千円  

歳入歳出差引額 １５，０３９千円  

実 質 収 支 額               １５，０３９千円  

 

歳入総額は43,307千円で、介護予防サービス計画作成費収入が30,747千円で総額の

71.0％、繰越金が12,464千円で28.8％、諸収入が96千円で0.2％となっております。 

 歳出総額は28,268千円で、その全額が介護予防サービス等事業費となっております。 

また、歳入歳出差引額は、15,039千円となっております。 
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１．歳入歳出決算の状況 
 
（歳 入）               （歳 出）         （単位：千円、％） 

 

２．高齢者人口の推移                                     （単位：人、％） 

  平成24年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

総人口 59,227 59,303 59,429 59,257 59,355 

65 歳以上 13,162 13,721 14,263 14,682 15,216 

高齢化率 22.2 23.1  24.0  24.8 25.6 

※ 住民基本台帳登録者数（各年4月1日現在） ただし、28年度は推計値 

 
３．認定者数及び受給状況                                     （単位：P＝ﾎﾟｲﾝﾄ） 

                                         平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

 
前年比 

 
前年比 

 
前年比 

認定者数１号被保険者 2,085 人 109.2 % 2,155 人 103.4% 2,254 人  104.6% 

認定率（対 65 歳以上） 15.2 % +0.7 P 15.1 % -0.1P 15.4%  +0.3P 

認定者数２号被保険者 60 人 93.8 % 68 人 113.3% 67 人  98.5% 

認定者総数 2,145 人 108.7 % 2,223 人 103.6% 2,321 人 104.4% 

受給（利用）実人数 1,787 人 104.1 % 1,892 人 105.9% 1,977 人  104.5% 

受 給 率 83.3 % -3.7 P 85.1 % +1.8P 85.2%  +0.1P 

※ 国保連介護保険事業状況報告より（各年度３月分） 
 
４．介護認定区分別分布数                                （単位：人） 

  
要支援 要介護 

合計 
１ ２ １ ２ ３ ４ ５ 

認定者数 513 351 445 337 237 280 158 2,321  

※ 平成２７年４月１日現在 
 

５．介護予防サービス計画作成数及び収入額            （単位：件、円） 

  件 数 単 価 収入額 備   考 

サービス計画作成 7,240  30,745,000  

 

うち初回者 
27 7,120 192,240 ※５月収入分より、単価改

定あり 234 7,140 1,670,760 

うち継続者 
553 4,120 2,278,360 ※５月収入分より、単価改

定あり 6,426 4,140 26,603,640 

住宅改修理由書作成 1 2,000 2,000  

            合      計 30,747,000  

 

科 目 決算額 構成比 科 目 決算額 構成比 

１サービス収入 30,747 71.0  
１介護予防 

サービス等事業費 
28,268 100.0 ２諸収入 96 0.2  

３繰越金 12,464 28.8  

歳 入 合 計 43,307 100.0  歳 出 合 計 28,268 100.0  
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　１款　事業費　　１項　居宅サービス事業費

介護予防サービス等事業費

【施策の目的】

【施設の内容】

【施策額の内容】 （単位：千円）

○ ケアプラン作成委託料 市内・外事業所への業務委託

　 ○ システムリース料 ケアプラン作成端末リース

○ 事務費 非常勤嘱託職員報酬（8名分）等

計 　

【施策の効果】
　９年が経過し、要支援者のケアプラン作成も安定している。
　実態把握、ケアプランの作成・評価・モニタリング等を積極的に実施し、より精度の高いケアプラン
の作成に努め、居宅による介護のサポートに貢献している。

　「地域包括支援センター」のケアマネジャーによる要支援者に対する「介護予防サービス計画書
（ケアプラン）」作成を行い、居宅の要支援段階の認定者に対し、介護の度合いが進行しないように
総合ケア・マネージメントを行うもの。

　非常勤嘱託職員（8名）のケアマネジャー及び市内・外の居宅介護支援事業所のケアマネジャー
が、介護予防サービス支援計画のプランニングを実施している。
　要支援者との信頼関係を育みながらの業務であり、ケアプラン以外の個人的な相談等にも対応す
るため、業務は勤務時間内外を問わず相談を受けることが多い。

4,444
662

23,162
28,268

28,268

（単位：千円）

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

28,268
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